申立書の記載方法及び提出方法について
１　申立書の記載方法
(1) 「第２　請求する救済の内容」の記載方法
ア　「第３　不当労働行為を構成する具体的事実」の記載内容に応じて、「当該行為をやめさせる」ため、あるいは「当該行為がなかった状態に戻す」ために使用者に履行してほしい行為を、箇条書きで具体的に記載してください。

イ　「請求する救済の内容」は、「第３　不当労働行為を構成する具体的事実」の記載内容と対応関係にあることが必要です。

　(2) 第３の「１　当事者」の記載方法
ア　申立人
結成年月日、申立て時における組合員数、上部団体への加盟状況等について記載してください。
イ　被申立人
設立年月日、申立て時における従業員数、本社・工場（事業場）等の状況について、把握している範囲で記載してください。

(3) 第３の「２　本件不当労働行為を構成する具体的事実等」の記載方法
ア　「いつ」「どこで」「誰が」「誰に」「何を」「どうしたのか」「その結果どうなったのか」「その意図は何であったのか」等について、不当労働行為の成立要件を漏らさずに、箇条書きで記載してください。
　

イ　不当労働行為が発生するに至った経緯については、簡潔に記載してください。

(4) 第３の「３　本件不当労働行為を疎明する書証・人証等」の記載方法
「不当労働行為を構成する具体的事実」をどのようにして立証しようとするかについて、整理して記載してください（証拠については、こちらを参照してください）。

２　申立書の提出方法

　(1) 提出部数

　ア　合計３部（正本、副本、写し各１部）提出してください（以降、提出する書面も同様です。）。

イ　相手方当事者が複数の場合は、１名を増すごとに副本を１部追加してください。

　(2) 提出者等
ア　申立人本人が申立書を提出してください（代理人による申立てはできません。）。
イ　申立書を郵送する場合は、配達証明付きの書留郵便としてください。

３　労働組合資格審査の申請

　　労働組合が不当労働行為の救済を申し立てる場合は、当該労働組合が労働組合法の規定に適合しているか否かについて資格審査を受ける必要がありますので、申立てと同時に「労働組合資格審査申請書」を提出してください（資格審査の申請については、こちらを参照してください）。

【参考】不当労働行為の成立要件


１　不利益取扱い（労働組合法第７条第１号）


(1) 不利益取扱いを受けた者が組合員であること又は正当な組合活動を行ったこと。


(2) 使用者が不利益な取扱いをしたこと（不利益性）。


(3) 組合員であることを理由に不利益な取扱いをしたこと（不当労働行為意思）。


(注)　不当労働行為意思は使用者の内心の意思であるため、直接立証することが困難な場合は、不当労働行為意思を推認させる外形的事実（不利益取扱いの時期・態様、組合に対する使用者の言動、他の者との比較、不利益取扱いを受けた者の組合活動歴など）を立証する必要があります。


２　団体交渉拒否（労働組合法第７条第２号）


　(1) 使用者が団体交渉を拒否したこと。


　(2) 団体交渉拒否に正当な理由がないこと。


　　(注)　(2)については、申立人ではなく、被申立人が「正当な理由があること」について立証する必要があります。


３　支配介入（労働組合法第７条第３号）


　(1) 組合を結成し、又は運営していること。


(2) 使用者が組合の結成、運営に支配、介入したこと。


(3) 不当労働行為意思
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